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供給拡大した中国の保障性住宅 

王  雷軒

住宅価格の上昇と価格抑制策の実施 

 中国の住宅価格は都市化に伴う人口

の流入による住宅実需の大きさ、過剰

流動性やホットマネー（投機的資金）

の流入といった要因によって上昇して

きており、上海、北京などの一部の大

都市では、住宅バブルの懸念が生じて

いた。 

これに対して、中国政府は住宅購入

の際に組むローンの厳しい規制を行う

とともに、金利の引上げや金融機関の

預金準備率の引上げといった金融引き

締め政策を強化している。この結果、

70 都市における不動産価格の上昇幅が

低下している。ただし、直近の住宅価

格の前月比をみると、横ばい状況にあ

る（図表１）。 

2011 年初頭に一部の地域では、住宅

保有コストを上げることにより投機の

動きを抑制するため、不動産税の導入

を実施している。しかし、住宅供給不

足と過剰流動性のため、不動産税の導

入による住宅価格への影響は大きくな

いだろう。 

 さらに、保障性住宅の供給拡大とい

う手段も併用して住宅価格の上昇を鎮

静化しようとしている。中国では、「保

障性住宅」とは、中低位所得層に対す

る福利政策的な住宅のことをいう。 

大で住宅価格の

（投資額

が

のではないかといった指

摘

への影響は限定的なも

のになろう。 

（2011 年 1 月 18 日現在） 

 

保障性住宅の建設拡

上昇を抑制できるか 

 現在、保障性住宅は、所得水準に応

じて最低所得者向けの廉租房（低額賃

貸住宅）、低所得者向け分譲住宅の経

済用房（経済適用住宅）、中間所得者

向け分譲住宅の限価房（低価格分譲住

宅）に分けられている。中国の住房和

城郷建設部（都市農村住宅建設部）は、

11年に新規保障性住宅の建設戸数を 10

年の 580 万戸から 1,000 万戸
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％ 図表１ 70都市における不動産価格の推移
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不動産価格（前月比）

（資料） 国家当家局、CEICデータにより農中総研作成

18 兆円超）に引上げた。 

保障性住宅の建設が本格化し、一般

分譲住宅と保障性住宅二本立ての住宅

体制の構築が加速されつつある。ただ

し、土地供給量のコントロールのもと、

保障性住宅の建設用地がいかに確保さ

れるのかという懸念がある。また、地

方政府の財政歳入は土地からの収入に

依存しているため、地方政府には住宅

価格の上昇を望むメカニズムがあり、

保障性住宅を建設するインセンティブ

が欠けている

もある。 

総じて言えば、11 年に建設予定の保

障性住宅は 12年以後に供給されること

や依然として大きい住宅実需などを考

えると、保障性住宅の建設拡大による

11 年の住宅価格
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